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Ⅰ 計画策定の趣旨 

 

島田市では、これまで行政改革の一環として策定した定員適正化計画や定員管理計画

に基づき合理的な職員定数の管理を進め、多様化・複雑化する行政需要に対応し、市民

サービスの向上に取り組んできました。 

しかしながら、若手職員の増加に伴う職場の教育・指導負荷の増加、中堅職員の不足

による業務負荷の増加、多様な働き方をする職員及び配属先の職場への配慮、職員採用

における志願者数の確保など様々な課題も浮き彫りとなっています。 

これらの課題に対応し、令和８年度からスタートする第３次島田市総合計画前期基本

計画を着実に推進するとともに、未来の島田市を支える強固な組織体制を構築するため

には、時代の変化を捉えた柔軟かつ持続可能な定員管理を行う必要があります。 

そこで、第３次島田市定員管理計画では、これまでの取組の成果を活かしつつ、新た

な課題への対応を図り、職員の年齢構成の均衡化や能力発揮の環境整備を進めることを

目指します。また、再任用職員制度や会計年度任用職員制度の活用を含め、効率的・効

果的な職員配置を追求し、市の将来像である「笑顔あふれる 安心のまち 島田」の実現

に取り組みます。 
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Ⅱ 計画の内容 

 

１ 計画策定の基本方針 

(1) 市の人口動態及び財政規模を踏まえた、定員水準を設定します。 

(2) 職員の年齢構成の平準化を目指し、年代別にバランスの取れた職員数を確保しま

す。 

(3) 職員のワーク・ライフ・バランス等に応じた状況変化に対応できる定員水準を保

ちます。 

(4) 新たな行政需要に対応するため、専門知識、技能をもった職員を積極的に活用し

ます。 

 

２ 計画期間 

令和８年度から令和12年度まで 

 

３ 目標数値 

令和７年４月１日現在 728人（基準値） 

令和８年４月１日見込み 725人 

令和12年４月１日見込み 711人 

 

４ 定員管理の対象 

次の職員を除く一般行政職員とします。 

(1) 看護専門学校の専任教員（管理職を含む｡) 

(2) 病院事業管理者が採用した職員 

(3) 短時間勤務の再任用職員 

(4) 会計年度任用職員 
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Ⅲ 目標数値の考え方 

 

１ 第２次定員管理計画の実績等 

第２次定員管理計画の最終年度（令和７年度）の目標数値722人に対する実績は、

704人となりました。定年延長制度が始まり職員数の増加が見込まれましたが、計画

策定時の見込みを上回る退職があったことから、目標数値を上回る減少となりまし

た。 

 

区分 R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4 増減 
R3からの 

増減率 

①目標数値 726人 725人 724人 723人 

(728人) 

722人 

(728人) 

▲4人 ▲0.55% 

②実数 726人 722人 712人 718人 704人 ▲22人 ▲3.03% 

差（②－①） 0人 ▲3人 ▲12人 ▲5人 ▲18人 ▲18人  

備考 ①目標数値欄の下段括弧書の数値は、定年延長の影響を緩和して新規採用数を確保

するための特例的な定員 

 

２ 島田市の将来人口推計 

令和７年度から令和12年度までの総人口の推移を見ると、約2,100人、率にして2.3

パーセント減少する見込みとなっています。年少人口、生産年齢人口とも減少し、こ

れまで増加してきた高齢人口も減少に転ずる見込みとなっています。 

 

区分 
総人口 

（人） 

年少人口 

（人） 

生産年齢人口 

（人） 

高齢人口 

（人） 

R7 との人口増減比率 

（％） 

R7 93,631 11,231 51,794 30,607 100.0  

R8 93,208 11,168 51,476 30,565 99.5 -0.5 

R9 92,785 11,105 51,158 30,523 99.1 -0.9 

R10 92,362 11,042 50,840 30,481 98.6 -1.4 

R11 91,939 10,979 50,522 30,439 98.2 -1.8 

R12 91,517 10,915 50,204 30,398 97.7 -2.3 

備考 島田市人口ビジョン～未来創造～（令和７年度改訂版）の2060年人口８万人を達成

する将来人口推計から積算 
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３ 目標数値の算定 

市の人口が減少し、市の歳出に占める人件費比率が増加する見通しであることに鑑

み、行政サービスの低下を招かないよう配慮しつつ職員定数を削減していく必要があ

ります。なお、人件費については、給与改定や退職手当の多寡等の影響により変動が

大きく、要因を適切に加味して反映することが難しいことから、将来人口推計を基準

として本計画期間の定員管理の目標値を設定します。 

 

年度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 

定員管理目標値 728 725 721 718 714 711 

人口推計 93,631 93,208 92,785 92,362 91,939 91,517 

Ｒ７年度比 － 99.5% 99.1% 98.6% 98.2% 97.7% 

備考 定員管理目標値は、各年度４月１日の人数 
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Ⅳ 人材確保の考え方 

 

１ 事務職及び技術職 

退職者及び再任用職員の動向等を考慮しながら、各年度の試験委員会において採用

数を決定します。定年延長制度により令和14年度までは定年退職が２年に１度となる

ため、年度ごとの採用数に大きな変動が生じないよう、一定の人数を継続的に採用し

ていくものとします。また、行政サービスの提供を安定的に継続していくためにも、

人数が少ない年代の採用に取り組み、職員の年齢構成バランスの是正を図ります。 

 

２ 保健師 

保健福祉に係る行政需要が多様化する中、効率的な事業推進を図りつつ、保健師の

知識・技能を幅広く活用できるよう、中長期的な視点に立って、必要な人数を確保し

ていきます。 

 

３ 保育士 

退職者の動向に応じて必要な人数を補充していきます。また、保育園以外の部署で

も保育士の知識・技能を活用していきます。 

 

４ 技能労務職 

今後、急激に技能労務職員が減少していく状況にあって、各業務ともに事業の継続

が難しい状況になっていく見込みです。物価や賃金の上昇に伴い業務委託料が高騰す

る傾向にあるため、退職者不補充を原則としつつ、業務ごとの直営又は委託化の方針

に応じて検討を行うものとします。 

 

５ その他専門職 

職員の有資格者を活用するなどして、中長期的な視点に立って、事務職等との定員

のバランスを考慮しながら、事業推進に必要な人材を確保していきます。 
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Ⅴ 計画期間中の取組 

 

１ 島田市人材育成基本方針に基づく人材の育成 

島田市人材育成基本方針に基づき、人材の確保・採用、職員研修、職場環境、人事

管理の４つの視点から人材育成システムの構築を目指します。 

 

２ 多様な任用形態の活用 

会計年度任用職員、再任用職員、任期付職員の制度を活用します。中でも広く多様

な業務に任用されている会計年度任用職員については、これまでの定型的な業務や臨

時に発生する業務中心の任用から、相応に責任のある業務への任用も進めていきま

す。再任用職員は行政経験が求められる業務を中心に充て、高度の専門的な知識経験

が必要とされる業務については任期付職員の採用により対応します。 

 

３ 働きやすい職場環境の整備 

育児短時間勤務や部分休業など柔軟な働き方をする職員が、十分に能力を発揮でき

る職場づくりを目指します。育児や介護と仕事の両立を支えるため、関連する休暇・

休業制度を職員へ丁寧に周知し、活用を促します。業務の簡素化・効率化を進め、職

員の負担軽減を図るとともに、慢性的な時間外勤務の発生を抑制するための取組につ

いて検討を進めます。ハラスメント防止、メンタルヘルスケアなど職員が安心して働

き続けられる職場環境づくりに取り組みます。 

 

４ 業務の簡素化・効率化 

窓口業務を中心に事務処理の過程を見直すことで重複や非効率な作業を省き、サー

ビス提供の迅速化と利便性向上、職員の事務負担の軽減を図ります。また、文書作

成、データ分析や統計処理に生成ＡＩの活用を推進し、事務処理の効率化を進めま

す。 

 

５ 状況の変化に対応した定員管理 

育児休業や病気休職を行う職員の増加、定年延長制度の運用、技能労務職の採用等

計画策定時において見込むことが困難な要件があることを踏まえ、柔軟な対応により

計画を推進していきます。 
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Ⅵ 資料 

 

１ 人件費の推移 

令和７年度中期財政計画では、令和７年度から令和10年度にかけて歳入（一般財

源）は1.2パーセント、歳出合計は3.1パーセント、歳出のうち人件費は14.5パーセン

ト、歳出に占める人件費比率は2.4ポイント、それぞれ増加する見込みとされていま

す。令和14年度までは、定年延長制度により定年退職が２年に１度となるため、偶数

の年度には定年退職者に係る退職手当の支払いが発生し、人件費が増加する傾向とな

ります。 

 

（歳入・歳出の単位：百万円） 
 

R7 R8 R9 R10 

歳入（一般財源ベース） 27,600 27,540 27,713 27,934 

歳出合計（一般財源ベース） 27,193 27,502 27,469 28,040 

歳出のうち人件費 5,971 6,521 6,358 6,838 

歳出に占める人件費比率 22.0% 23.7% 23.1% 24.4% 

備考 島田市中期財政計画（令和８年度～令和10年度）の数値から算出 

 

２ 職員の年齢構成 

図１の令和７年度の職員の年齢構成をグラフで見ると年齢ごとの人数にばらつきが

あり、特に39歳から47歳までの職場の中核を担う主査級・係長級に当たる職員の人数

が少ないことが分かります。10年後には現在の40代が管理職を務める時期となります

が、この時期に管理職のなり手が不足する事態も考えられ、将来にわたり行政サービ

スの質を低下させないために引き続き年齢構成の平準化に取り組む必要があります。 

 

図１ 職員の年齢構成（令和７年度） 
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図２ 職員の年齢構成の推移（平成17年度～令和７年度） 

 

 
 

３ 職員における男女比の推移 

令和２年度と令和７年度で職員の男女比を比較すると、女性職員の比率が2.9ポイ

ント上昇しています。令和７年度の男女比は6:4となっており、30代以下では女性職

員の比率が約48パーセントと、およそ5:5の男女比となっています。 

 

図３ 職員の男女比（令和２年４月） 

 

図４ 職員の男女比（令和７年４月） 
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４ 育児休業者等の人数の推移 

出産や育児などのライフステージにおける出来事の影響を受けやすい20代、30代の

職員が増加しています、出産や育児に関わる休暇、休業を行う職員は増加傾向にあ

り、男性職員の育児休業も少しずつ増えています。 

 

図５ 育児休業者の推移（単位：人） 

 

区分 R3 R4 R5 R6 R7 総計 

男性 0 2 3 10 6 21 

女性 25 27 29 31 32 144 

総計 25 29 32 41 38 165 

備考 同一年度に複数回休業を行った者は、１人としてカウント 

 

図６ 部分休業者の推移（単位：人） 

 

区分 R3 R4 R5 R6 R7 総計 

男性 1 2 3 2 2 10 

女性 13 27 33 30 33 136 

総計 14 29 36 32 35 146 

備考 同一年度に複数回休業を行った者は、１人としてカウント 

 

５ 類似団体との比較 

令和６年度の普通会計に属する職員数について、人口１万当たりの数を類似団体と

比較をしたところ、人数にして12人、率にして15.3パーセント下回る結果となってい

ます。島田市の職員数は、類似団体と比較して少なめといえます。 

 

区分 島田市 類似団体平均 超過数 超過率 

人口１万当たり

の職員数（普通

会計） 

65.94人 77.94人 △12.0人 △15.3％ 

※普通会計とは、主に病院事業会計等の公営企業会計を除いた会計区分の名称です。 

0

10

20

30

40

50

R3 R4 R5 R6 R7

男性 女性

0

5

10

15

20

25

30

35

40

R3 R4 R5 R6 R7

男性 女性



10 

 

※類似団体とは、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）の２つの要素を基準として

全国の市区町村をグループ分けしたもので、島田市は人口50,000人以上100,000人未

満、２次産業及び３次産業の就業人口の割合が90パーセント以上かつ３次産業の就業割

合が65パーセント未満のグループに分類されます。 

 


